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地域新電力を核とした「地域循環共生圏」の実現へ
─ 滋賀県・湖南市でのローカルSDGsの取組み ─

2　湖南市版シュタットベルケ構想
地域新電力会社「こなんウルトラパワー」の

事業目的は「戦略プランに掲げる基本方針の実
現」にある。そのための事業内容として、主に
①小売電気事業、②熱供給および熱利用事業、
③新事業やまちづくり事業等地域振興に関す
る事業を手掛けることとし、事業推進にあたっ
て湖南市と包括的連携協定を締結している。形
態は株式会社（資本金1,160万円）とし、湖南市
が過半を出資し残りを地元商工会・民間事業
者で出資する、いわゆる自治体新電力である。
事業展開での資金調達は自己資本・事業収

益に加え、グリーンボンド（環境債）等のESG
投資を呼び込むことで財源を確保している。
当社は18年度に自治体新電力では全国初とな
るグリーンボンド（発行額1.1億円）を発行し、
市内の物流センター２件で屋根置き型太陽光
発電事業（発電出力273kW、266kW）と学校施設
４校の照明LED化事業を実施した。翌19年度
にもグリーンボンド（同６千万円）を発行し、
市内ならびに隣接自治体（竜王町）の小学校と
図書館で省エネサービス事業を展開している。
市民共同発電所や太陽光発電事業を中心に

調達した電力は公共施設への供給から始まり
民間施設へと展開し、現在は一般家庭にも供
給している。当社に電力を切り替えたことで、
公共施設の電気料金は年間約１千万円の節減
（△11%）となり行政コストの削減につながっ
ている。また、小売電気事業による利益は、
子育て支援として保育園に省エネ型エアコン
を寄贈するなど地域に還元している。
このような自治体新電力の取組みは「シュ

タットベルケ」とも呼ばれる。電力自由化や

1　フロントランナーはその先へ
「福祉のまち」として知られる滋賀県湖南市
では全国に先駆けて市民共同発電所が稼動
し、自然エネルギー活用の考え方・ルールを
示した条例を制定して多様な主体との連携に
より様々な先進的な取組みを展開してきた

（注1）

。
それら取組みのベースになっているのが条例
に基づき策定した計画「湖南市地域自然エネ
ルギー地域活性化戦略プラン」（以下「戦略プ
ラン」）である。
第一次戦略プランは2015年に策定した５か

年の計画で、自然エネルギー活用による地域
経済の活性化、脱炭素化に向けた取組みを中
心に据え、16年には電力小売全面自由化を機
に官民連携による地域新電力会社（自治体新電
力）を設立した。地域で調達した電力を地域に
供給することでエネルギー費用の域外流出を
最小限に止め、エネルギーと経済の域内循環
による地域の活性化を企図している。
今年度（20年度）から第二次戦略プランがス

タートしており、これまでの自然エネルギー
活用や脱炭素化の視点に加えて「地域循環共
生圏」やSDGsといった考え方を前面に出した
ことが特徴だ。その構想の中核となるのが先
述の地域新電力会社「こなんウルトラパワー」
である。そこから生み出される様々な価値を
域内循環させ、SDGsの基盤となる経済・環
境・社会の３つの側面から地域課題の解決に
つなげていく。この構想により湖南市は国の
「SDGs未来都市」にも選定されており、20年
８月には国に先駆けて「2050年までに二酸化
炭素排出実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボン
シティ」の宣言をしている。

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/



農中総研　調査と情報　2021.1（第82号） 27

自然エネルギー活用で先行する
ドイツでは、シュタットベルケ
（Stadtwerke：直訳すると「都市公

社」）の存在が大きい。シュタット
ベルケとは、自治体が出資して、
電気、ガス、地域熱供給、上下水
道、公共交通、廃棄物処理など地
域に密着したインフラサービスを
提供する公益事業体である。その
歴史は古いが、とくにドイツでの
1998年の電力全面自由化、00年の
固定価格買取制度の導入により、
約1,400ある事業体のうち900余り
でエネルギー事業を主力に展開し
ている。その多くが小売電気事業
で利益を確保し他のサービスに配
分することで、全体として地域公
共サービスの維持・向上を可能に
しているのである。こうした事例
も参考に湖南市では「SDGs未来都
市」の実現に向け「湖南市版シュ
タットベルケ構想」を立ち上げた
のである。

3　 湖南市の“2030年”のあるべき姿
30年はSDGsのゴールの年である。そこに向

けた湖南市のあるべき姿を描いたのが第１図
である。これらの取組みをSDGsの目標に当て
はめてみるとどうか。自治体新電力を核とす
る取組みは、目標７「エネルギーをみんなに
そしてクリーンに」、目標11「住み続けられる
まちづくりを」、目標13「気候変動に具体的な
対策を」に貢献するだけでなく、ほぼ全ての

目標をカバーしているのがわかる。それを地
域の多様な主体とのパートナーシップ（目標
17）により実現するのである。
この構想は環境省が提唱する持続可能な地

域づくりを目指す「地域循環共生圏」にも通
じている。これは、各地域が地域資源を再認
識し最大限活用しながら自立・分散型の社会
を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補
完し支え合うことにより、地域の活力が最大
限に発揮されることを目指すものだ。それに
は第１図から見て取れるように地域で様々な
好循環を起こし連動させていくことが重要で
ある。「地域循環共生圏」を創造することでロ
ーカルにSDGsに貢献する。“Think globally, 
Act locally”のお手本である。

（かわらばやし　たかゆき）

（注 1）詳しくは河原林孝由基（2020）「“誰一人取り残
さない”SDGs未来都市への歩み─滋賀県・湖南
市にみる福祉とエネルギーの自治と実践─」『農
中総研 調査と情報』web誌、 9月号で紹介。

　https://www.nochuri.co.jp/report/pdf/
nri2009re5.pdf

第1図　 湖南市版シュタットベルケ構想
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